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 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 have Grade A or B on manufacturing

of products or selling of products in

Kyusyu・Okinawa Area in terms of the
qualification for participating in tenders

by Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism (single qualifica‑

tion for every ministry and agency)

 not have filed a petition for the com‑

mencement of reorganization procee‑

dings under the Corporate Re‑

organization Act or the commencement

of rehabilitation proceedings under the

Civil Rehabilitation Act (except those

who have done the procedure of re‑

application under the notification of the

competing participation qualification)

 not be under suspension of nomination

by Director General of Kyusyu Regional

Development Bureau from time‑limit for

the tender to Bid Opening

 not be the person that a gangstar influ‑

ences management substantially or the

person who has exclusion request from

Ministry of Land, Infrastructure, Trans‑

port and Tourism is continuing state con‑

cerned

 have registered as a retail electric en‑

terprise in accordance with Article 22
of the Electricity Utilities Industry Law

 who should have receive the tender do‑

cumentation directly

 fulfill the requirement mentioned in the

tender manual that are stated from the

viewpoint of reducing CO２

 Time‑limit for submission of certificate :

17 : 00 8 January, 2019

 Time‑limit for tender : 17 : 00 29 Janu‑

ary, 2019

 Contact point for the notice : Ryota

Yamabe Purchase Section, Contract Divi‑

sion, General Affairs Department, Kyusyu

Regional Development Bureau, Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tour‑

ism, 2107, Hakataeki‑higashi, Hakata‑
ku, Fukuoka city, Fukuoka Prefecture,

8120013, Japan, TEL 0924716331 ex.
2538

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年 12 月６日

支出負担行為担当官
北海道運輸局長 大髙 豪太

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 01
〇第 47 号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び予定数量
札幌運輸支局他で使用する電気（電子調達
対象案件）
予定数量は、仕様書による。

 電子調達システムの利用 本案件は、証明
書等の提出、入札を電子調達システムで行う
対象案件である。なお、電子調達システムに
よりがたい場合は、紙入札方式参加願を提出
するものとする。
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 履行期間 平成31年４月１日から平成32年
３月31日まで
 履行場所 札幌運輸支局他７ヶ所
 入札方法 入札金額は、各社において設定
する契約電力に対する単価（kW単価、同一
月においては単一のものとする。）及び使用電
力量に対する単価（kWh単価、同一月にお
いては単一のものとする。）を根拠とし、当局
が提示する契約電力及び予定使用電力量の総
価を入札金額とすること。なお、入札時にお
いては、燃料費調整費及び再生可能エネル
ギー発電促進賦課金は考慮しないものとす
る。（詳細は入札説明書による。）

落札決定にあたっては、入札書に記載され
た金額に当該金額の８％に相当する額を加算
した金額（当該金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てるものとす
る。）をもって落札価格とするので、入札者は、
消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ
るか免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約金額の108分の100に相当する金額を入
札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の理由がある場合
に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。また、当局から指名停止の措置を受け、
指名停止の期間中のものでないこと。
 平成28・29・30年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の販売」のＡ又は
Ｂ等級に格付けされ北海道地域の競争参加資
格を有する者であること。
 電気事業法第２条の２の規定基づき小売電
気事業の登録を受けていること。
 省CO２化の要素を考慮する観点から、入札
説明書に記載した要件を満たす者であるこ
と。
 電子入札システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当
該状態が継続している者ではないこと。
 労働者派遣法（第３章第４節の規定を除く）
の規定又はこれらの規定に基づく命令に違反
した日若しくは処分（指導を含む）を受けた
日から５年を経過しない者でないこと。（これ
らの規定に違反して是正指導を受けた者のう
ち、入札参加関係書類提出時までに是正を完
了している者を除く。）
 労働保険・厚生年金保険・全国健康保険協
会管掌健康保険又は船員保険の未適用及びこ
れらに係る保険料の未納がないこと。（入札参
加関係書類提出時において、直近２年間の保
険料の未納がないこと。）

 競争参加資格の申請の時期及び場所につい
ては、「競争参加者の資格に関する公示」（平成
30年３月30日付官報）に記載されている時期
及び場所で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ先
〒0600042 北海道札幌市中央区大通西10
丁目札幌第２合同庁舎 北海道運輸局総務
部会計課調度管財係長 後藤田康倫 電話
0112902713
政府電子調達（ＧＥＰＳ）
https://www.geps.go.jp/

 入札説明書の交付方法 上記の場所にお
いて交付する。
 紙入札方式による証明書等の受領期限、及
び電子調達システムによる入札書類データ
（証明書等）の受領期限 平成31年１月28日
16時00分
 紙入札、郵送等による入札書、及び電子調
達システムによる入札書の受領期限 平成31
年１月29日16時00分
 開札の日時及び場所 平成31年１月30日10
時00分 北海道運輸局総務部会計課事務室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な証明書等を所定の受領期限までに上
記３に示す場所に提出しなければならな
い。
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（証明書等）を所定
の受領期限までに上記３に示すＵＲＬに
電子調達システムを利用し提出しなければ
ならない。
なお、、いずれの場合も、開札日の前
日までの間において支出負担行為担当官から
当該書類に関し説明を求められた場合は、そ
れに応じなければならない。
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